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添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

発 光素子が搭載 され る金属部材 を有す る発光装置 に好適 に用 い られ 、その光の取 出 し効率 、信頼性 、
生産性等 を良好 にす る ことの で きる発光素子用反射枠体 を提供す る こと。 発光素子 用反射枠体 は、ガ
ラス材料 とセ ラ ミックス粉末 とを含む焼結体か らな る。前記 ガラス材料 は、酸化物基準 で、 S i 0 2 1
5 ~ 7 5 m o l % 、 B 0 3 0 ~ 4 0 m o l % 、 Z n O 0 〜 1 O m o l % 、 L i 2 0 + N a 2 0 + K 2 0
0 ~ 3 0 m o l % 、 C a O 5 ~ 3 5 m o l % 、 C a O + M g O + B a O + S r O 5 ~ 4 0 m o
1% T i O 0 ~ 2 O m o I % 、 A I 2 0 3 0 ~ 1 O m o I % を含有す る。 また、前記焼結体 は、
9 0 0 °C以下 で焼 成 され てな リ、空 隙率 が 1 5 % 以下 、か つ厚 さが 1 m m の ときの波長 4 0 0 ~ 7 0 0
n m にお ける平均反射率 が 8 6 % 以上 である。



明 細 書

発明の名称 ：

発光素子用反射枠体、発光素子用基板、および発光装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、発光素子用反射枠体、発光素子用基板、および発光装置に係り

、特に発光素子が搭載される金属部材に用いられる発光素子用反射枠体と、

これを用いた発光素子用基板および発光装置に関する。

背景技術

[0002] 近年、発光ダイオー ド素子等の発光素子を用いた発光装置の高輝度、白色

化に伴い、このような発光装置が照明、各種ディスプレイ、大型液晶 T V の

バックライ ト等に用いられている。発光装置としては、例えば発光素子が搭

載される銅を主体とするリ一 ドフレームを有 し、このリ一 ドフレームの発光

素子が搭載される搭載部を取り囲むように反射枠体、いわゆるリフレクタが

設けられたものが知られている。このような発光装置によれば、 リー ドフレ

ー厶の熱伝導率が高いために、比較的簡単な構造で良好な放熱性を得ること

ができる。

[0003] 発光装置におけるリフレクタは、例えばチタニア等の白色無機顔料を分散

させた樹脂材料からなるものであり、 リー ドフレームの搭載部を取り囲むよ

うに一体的に形成されている。 しかし、樹脂材料からなるリフレクタについ

ては、発光素子からの光による経年劣化により着色 し、反射率が低下するお

それがある。特に、紫外光、近紫外光、または青色光を発光する発光素子を

用いた場合、このような経年劣化による着色や反射率の低下が顕著となる。

[0004] 経年劣化による着色や反射率の低下を抑制するために、例えばリフレクタ

をセラミックス材料からなるものとすることが知られている。セラミックス

材料は無機材料であるために、有機材料である樹脂材料に比べて、経年劣化

による着色や反射率の低下を抑制 しやすい。 しかし、セラミックス材料は 1

5 0 0 °C を超えるような温度で焼成する必要があり、必ずしも生産性に優れ



ず、また銅等からなるリー ドフレームと一体に焼成 して製造する場合、 リ一

ドフレームが溶融するおそれがある。また、セラミックス材料からなるリフ

レクタについては、必ず しも高い反射率を得ることができない。

[0005] 反射率を向上させるために、例えばセラミックス材料からなるリフレクタ

に気泡による空隙を存在させることが知られている。 しか し、空隙が多くな

ると発光装置の製造工程中に使用される各種の処理液が侵入 しゃすく、結果

として発光装置の信頼性が低下するおそれがある。また、 リフレクタの内側

に封止材を充填 し、発光素子等を封止 した場合であっても、 リフレクタと封

止材との界面に水や水蒸気が侵入 しゃすく、必ず しも発光装置の信頼性を十

分なものとすることができない。

[0006] また、一般的なホウケィ酸系ガラスからなるリフレクタ、これにアルミナ

、マグネシア、硫酸バ リウム等を含有させたリフレクタも知られているが、

ホウケィ酸系ガラスの具体的組成等については必ず しも明確にはなっておら

ず、その反射率等の特性や信頼性についても必ず しも明確とはなっていない

(例えば、特許文献 1参照）。

—方で、ガラス粉末とセラミックスフイラ一とを含有するガラスセラミツ

クス組成物からグリーンシ一 卜成形 し、このグリーンシ一 卜を複数枚積層 し

、その後 8 5 0 ~ 9 0 0 °Cで焼成後、分割により個片化する発光素子搭載用

基板が知られている （特許文献 2 参照）。このグリーンシ一 卜を用いて、発

光素子搭載用基板を形成する場合、分割時の欠けや割れなどの不具合を防ぐ

ために、抗折強度を高くする必要がある。そのためには、焼結密度を高くす

ることが必要であり、ガラスセラミックス組成物を焼結する際、空隙が残ら

ないように緻密に焼結 している （空隙率としては、ほぼ0 %である）。また

、放熱構造は配線導体や導通ビアとして使用される銀導体を主として行われ

る。これに加えて基板自身の熱伝導率を高くすることも望まれている。ここ

で、焼結 した基板に空隙が生 じていると、熱伝導率が極端に低下 し、放熱性

を損ねる原因となる。すなわち、強度の観点からも、放熱性の観点からも、

ガラスセラミックス組成物を焼結 した後、空隙が残らないように緻密に焼結



している。

また、グリーンシ一 卜は、柔軟でハン ドリング可能なシ一 卜にするために

、多量の樹脂を含有する必要がある。このため、焼成過程で樹脂を熱分解す

る必要があり、 4 0 0 ~ 5 0 0 °Cで 5 時間程度の熱処理工程を要するのが通

常である。

また、グリーンシ一 卜を用いる低温焼成基板技術は、印刷などで形成され

る銀導体層と同時焼成することを本来の目的としており、銀導体層が充分に

焼結することができる8 5 0 °C以上の焼成温度を必要としている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：W O 2 0 0 9 / 0 5 7 8 A

特許文献2 ：W O 2 0 0 9 / 1 2 8 3 5 4 A

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、金属部材を

有する放熱性の良好な発光素子用基板や発光装置に用いられ、これらの光の

取出し効率、信頼性、生産性等を良好にすることのできる発光素子用反射枠

体を提供することを目的としている。また、本発明の発光素子用反射枠体を

有 し、放熱性が良好であり、また光の取出し効率、信頼性、生産性等も良好

な、発光素子用基板および発光装置を提供することを目的としている。

課題を解決するための手段

[0009] 本発明の発光素子用反射枠体は、発光素子が搭載される金属部材の、該発

光素子が搭載される搭載部を取り囲むように設けられる。該発光素子用反射

枠体は、ガラス材料とセラミックス粉末とを含む焼結体からなる。前記ガラ

ス材料は、酸化物基準で、 S i 0 2 1 5 ~ 7 5 m o l %、 B 2 0 3 0 4 0

m o l %、 Z n 0 O ~ 1 0 m o l %、 L i 2 0 + N a 2 0 + K 2 0 0 ~ 3 0

m o l %、 C a 0 5 ~ 3 5 m o \ % C a O + M g O + B a O + S r O



5 ~ 4 0 m o l % 、 T i 0 2 0 ~ 2 0 m o l % 、 A l 2 0 3 0 ~ 1 0 m o

% を含有する。

また、前記焼結体は、 9 0 0 °C 以下で焼成 されてな り、空隙率が 1 5 % 以下

、かつ厚 さが 1 m m の ときの波長 4 0 0 7 0 0 n m における平均反射率が

8 6 % 以上である。

[001 0] 本発明の発光素子用基板 は、発光素子が搭載 される金属部材 と、該金属部

材の前記発光素子が搭載 される搭載部 を取 り囲むように設 け られる発光素子

用反射枠体 とを有 し、該発光素子用反射枠体が本発明の発光素子用反射枠体

であることを特徴 とする。

[001 1] 本発明の発光装置は、発光素子 と、該発光素子が搭載 される発光素子用基

板 とを有 し、該発光素子用基板が本発明の発光素子用基板であることを特徴

とする。

発明の効果

[001 2] 本発明の発光素子用反射枠体は、発光素子が搭載 される金属部材の、該発

光素子が搭載 される搭載部 を取 り囲むように設 け られるものであ って、 ガラ

ス材料 とセラミックス粉末 とを含む焼結体か らなるものである。 このような

発光素子用反射枠体は、金属部材 を有する放熱性の良好な、発光素子用基板

および発光装置 に適用することによ り、 さ らに、放熱性以外の光の取出 し効

率、信頼性、生産性等 についても良好にすることがで きる。

[001 3] また、本発明の発光素子用基板 および発光装置は、発光素子が搭載 される

金属部材 を有するとともに、上記 した発光素子用反射枠体 を有することで、

金属部材 による良好な放熱性 に加えて、良好な光の取出 し効率、信頼性、生

産性等 を得 ることがで きる。

本発明の発光装置は、放熱 を金属部材で、反射 を発光素子用反射枠体で機

能分担 してお り、発光素子用反射枠体 に空隙が存在 していても、放熱性 を損

ねることがない構造である。空隙はガラス材料、セラミックス粉末等の枠体

材料 と屈折率差が大 きく、空隙が分散 した構造は散乱反射が大 きい。空隙を

積極 的に光散乱体 と して利用 した高反射枠体 を有することで、放熱性 を損ね



ることなく、良好な光取 り出 し効率を得ることができる。

図面の簡単な説明

[0014] [ 図1] 本発明の発光素子用反射枠体を有する発光装置の一例を示す断面である

[ 図2] 図 1 に示す発光素子用反射枠体の枠部の成形方法の一例を示す断面図で

ある。

[ 図3] 図 1 に示す発光素子用反射枠体の基台部の成形方法の一例を示す断面図

である。

[ 図4 ]枠部と基台部との接着方法の一例を示す断面図である。

[ 図5] 図 1 に示す発光素子用反射枠体の成形方法の他の例を示す断面図である

発明を実施するための形態

[001 5] 以下、本発明について図面を参照 して詳細に説明する。

[001 6] 図 1 は、本発明の発光素子用反射枠体と、これを有する発光素子用基板お

よび発光装置の一例を示す断面図である。

[001 7] 発光装置 1 は、発光素子用基板 1 1 (以下、単に基板 1 1 という）と、こ

の基板 1 1 に搭載される発光素子 1 2 とを有 している。基板 1 1 は、発光素

子 1 2 が搭載される搭載部 1 3 を有する金属部材 1 4 と、この金属部材 1 4

の少なくとも搭載部 1 3 を取 り囲むように設けられる発光素子用反射枠体 1

5 (以下、単に反射枠体 1 5 という）とを有 している。反射枠体 1 5 は、 リ

フレクタとも呼ばれるものであり、主として発光素子 1 2 からの発光を反射

させて光の取出 し効率を向上させるために設けられている。

[001 8] 発光素子 1 2 は、図示 しない電極がボンディングワイヤ 1 6 等により金属

部材 1 4 と電気的に接続されている。反射枠体 1 5 は、例えば略平板状の基

台部 1 5 1 と、この基台部 1 5 1 上において搭載部 1 3 を取 り囲むように設

けられる枠部 1 5 2 とを有 している。この反射枠体 1 5 は、基台部 1 5 1 と

枠部 1 5 2 との間に金属部材 1 4 が配置される構造となっている。また、こ

の反射枠体 1 5 は、金属部材 1 4 が側面部から突出する構造となっている。



枠部 1 5 2 は、例えば内側 に基台部 1 5 に向かって縮径する円形状の孔が

形成 されている。

[001 9] このような反射枠体 1 5 の内側 には、図示 しない蛍光体を含有する封止材

7 が充填 されてお り、 この封止材 1 7 によって発光素子 1 2 やボ ンデ ィン

グワイヤ 1 6 が封止されている。

[0020] 発光素子 1 2 と しては、例えば、その発光により封止材 1 7 に含有 される

蛍光体を励起 して混合色 と して白色光を得 るものが挙げられる。 このような

ものと しては、例えば青色発光タイプの発光ダイ才ー ド素子や紫外発光タイ

プの発光ダイ才ー ド素子が挙げられる。

[0021 ] 金属部材 1 4 は、発光素子 1 2 を搭載することができ、 また発光素子 1 2

と電気的に接続 されて電極 と しての機能を有するものであればよ く、公知の

銅 または銅合金か らなる薄型の金属板、例えば リー ドフレーム等か らなるも

のとすることができる。金属部材 1 4 と しては、特 に熱伝導率が 3 0 0 W /

m K 以上の銅 または銅合金か らなる薄型の金属板が好ま しく、例えば銅含

有率 9 9 . 9 % 以上の無酸素銅系合金か らなるものが好ま しい。 このような

ものとすることで、 より放熱性 を良好にすることができる。なお、金属部材

1 4 と しては、銅 または銅合金か らなるものが好ま しいが、例えばアル ミ二

ゥ厶、 アル ミニウム合金、鉄 / ニ ッケル合金、 メツキ （ニ ッケルメツキ等）

を施 したアル ミニウム合金等か らなるものであってもよい。

[0022] 封止材 1 7 は、例えばシ リコーン樹脂、エポキシ樹脂等の樹脂材料か らな

るものである。 これ らの中でも、シ リコーン樹脂は、耐光性および耐熱性の

点で優れているために好ま しい。 このような樹脂材料中には蛍光体等が添加

されていてもよい。樹脂材料中に蛍光体等を含有 させることで、得 られる光

の色を適宜調整することができる。

[0023] 反射枠体 1 5 は、 ガラス材料 とセラミックス粉末 とを含む焼結体か らなる

ものである。 この焼結体は、 9 0 0 °C以下で焼成 されたものであ り、空隙率

が 1 5 % 以下、かつ厚 さが 1 m mの ときの波長 4 0 0 7 0 0 n m における

平均反射率が 8 6 % 以上のものである。



また、この焼結体におけるガラス材料は、酸化物基準で、 S ί 0 2 5 ~

7 5 m o l %、 B 2 0 3 0 ~ 4 0 m o l %、 Z n 0 O ~ 1 0 m o l %、 L

i 2 0 + N a 2 0 + K 2 0 0 ~ 3 0 m o l %、 C a O 5 ~ 3 5 m o l %、 C

a O + M g O + B a O + S r O 5 ~ 4 0 m o \ % T i 0 2 0 ~ 2 0 m o

l %、 A I 2 0 3 0 ~ 1 0 m o I % を含有するものである。

[0024] 上記 した発光素子用基板 1 1 および発光装置 1 によれば、金属部材 1 4 を

有するために、比較的簡単な構造で良好な放熱性を得ることができる。また

、このような発光素子用基板 1 1 および発光装置 1 における反射枠体 1 5 を

、上記 した焼結体からなるものとすることで、放熱性以外の光の取出し効率

、信頼性、生産性等についても良好にすることができる。

[0025] すなわち、 9 0 0 °C以下で焼成されたものとすることで、例えばアルミナ

等のセラミックスからなるものに比べて焼成温度を抑制 し、生産性の良好な

ものとすることができる。また、焼成が 9 0 0 °C以下であれば、銅または銅

合金からなる金属部材 1 4 の溶融も抑制することができ、これと一体に焼成

して製造することもできる。なお、焼結体は、必ず しも金属部材 1 4 と一体

に焼成される必要はなく、個別に焼成 したものを接着 して金属部材 1 4 に一

体化 したものであってもよい。焼成温度は、 9 0 0 °C以下であれば特に限定

されるものではなく、またガラス組成によっても異なるが、通常、 5 0 0 ~

9 0 0 °Cである。

[0026] 空隙率が 1 5 % を超える場合、発光装置 1 の製造工程中に使用される各種

の処理液が侵入 しやすく、発光装置 1 の信頼性が低下するおそれがある。ま

た、焼結体、すなわち反射枠体 1 5 の内側に封止材 1 7 を充填 した場合であ

つても、焼結体と封止材 1 7 との界面に水や水蒸気が侵入 しやすく、必ず し

も発光装置 1 の信頼性を十分なものとすることができない。さらに、製造時

のハン ドリングで欠けやすく、生産性に支障をきたすおそれがある。また、

製造後においても、衝撃に対する強度が十分でないために破損のおそれがあ

る。焼結体の空隙率は、発光装置 1 の信頼性を確保する観点から、 1 4 %以

下が好ましい。反射枠体 1 5 の内部の散乱反射を増加させるためには、空隙



率が 1 . 5 %以上あることが好ましく、さらに好ましくは4 %以上であり、

さらに好ましくは 6 %以上である。

[0027] なお、空隙率は以下に示す式により求められる。ここで、嵩密度はアルキ

メデス法、もしくは寸法からの計算の体積と質量により測定することができ

、真密度は気相置換法 （ピクノメータ法）により測定することができる。

空隙率 [%] = ( - (嵩密度 真密度））X 1 0 0

[0028] 平均反射率が 8 6 %未満の場合、発光装置 1 における光の取出し効率が十

分でなくなるおそれがある。平均反射率は、発光装置 1 の光取出し効率を向

上させる観点から、 9 0 %以上が好ましく、 9 2 %以上がより好ましい。な

お、平均反射率は、波長 4 0 0 ~ 7 0 0 n mの範囲において 2 0 n m ごとに

測定された反射率から算出される平均の反射率である。平均反射率を向上さ

せるためには、焼結体中のセラミックス粉末の含有量を増や したり、ガラス

材料との屈折率差がより大きいセラミックス粉末を使用 したりするのが好ま

しい。

[0029] このような焼結体は、ガラス材料とセラミックス粉末とからなるものであ

り、かつ、ガラス材料を上記 したガラス組成を有するものとすることで得る

ことができる。すなわち、このようなガラス材料とセラミックス粉末とから

なるものとすることで、 9 0 0 °C以下で焼成することができ、これにより空

隙率が 1 5 %以下、平均反射率が 8 6 %以上、好ましくは 9 0 %以上である

ものを得ることができる。特に、上記 したガラス組成を有するガラス材料に

よれば、セラミックス粉末を多量に含有させても焼結させることができ、セ

ラミックス粉末を多量に含有させて反射率を向上させつつ、空隙率の低いも

のを得ることができる。

[0030] 以下、ガラス材料の各成分について説明する。

S ί 0 2は、ガラスのネッ卜ワークフ才一マ一であり、化学的耐久性、特に

耐酸性を向上させる成分であり必須である。 S i 0 2の含有量が 1 5 m o I %

未満の場合、化学的耐久性が低下するおそれがある。一方、 S i 0 2の含有量

が 7 5 m o I % を超える場合、ガラス溶融温度が高くなる、またはガラス軟



化点 （T s ) が過度 に高 くなるおそれがある。

[0031 ] B 2 0 3は、必須成分ではないが、 ガラスのネッ トワークフ 才 一 マ 一 であ り

、 また軟化点を低下させる成分であることか ら、含有 させることが好ま しい

。 B 2 0 3の含有量が 4 0 m o I % を超える場合、安定なガラスを得 ることが

難 しく、 また化学的耐久性 も低下するおそれがある。

[0032] Z n O は、必須成分ではないが、軟化点を低下させる成分であ り有用であ

る。 Z n O の含有量が 1 O m o l % を超えると、化学的耐久性が低下するお

それがある。 また、焼成時にガラスが結晶化 しやす くな り、焼結 を阻害 し、

焼結体の空隙率が低減 しないおそれがある。

[0033] アルカ リ金属酸化物である L ί 2 0 、 N a 2 0 、 および K 2 0 は、必須成分で

はないが、軟化点を低下させる成分であ り有用である。 L i 2 0 、 N a 2 0 、

および K 2 0 は、 1 種 または 2 種のみが含有 されていてもよい。 これ らの合計

した含有量が 3 O m o l % を超えると、化学的耐久性、特 に耐酸性が低下す

るおそれがある。

[0034] C a O は、 ガラスの安定性 を高めるとともに、軟化点を低下させる成分で

あ り、特 に焼成時のアル ミナ粉末 とガラスとの濡れ性 を向上する成分であ り

、焼結体の空隙率 を低減する効果のある成分であ り必須である。 また、熱膨

張係数 を高める成分であ り、他の基板材料等 との熱膨張係数の整合性 をとる

場合に有用である。 C a O の含有量が 5 m o I % 未満の場合、 ガラスの安定

性 を十分に高めることができず、 また軟化点も十分に低下させることができ

ないおそれがある。一方、 C a O の含有量が 3 5 m o I % を超える場合、過

度 に含有量が多いために、焼成時にガラスが結晶化 しやす くな り、焼結 を阻

害 し、焼結体の空隙率が低減 しないおそれがある。 また、 ガラスの安定性が

低下するおそれがある。

[0035] また、 C a 0 と同様 にガラスの安定性 を高めるとともに、軟化点を低下さ

せる成分 と して、 M g O、 B a O、および S r 0 か ら選ばれる少な くとも 1

種 を含有 してもよい。 この場合、 M g O、 B a O、および S r O の含有量は

、 C a 0 の含有量 と合わせて 4 0 m o I % 以下である。 C a 0 、 M g 0 、 B



a O、およびS r 0 の合計 した含有量が4 0 m o l % を超えると、ガラスの

安定性が低下するおそれがある。なお、C a O を除いた、M g O、 B a 0 、

およびS r 0 の合計 した含有量は、 1 5 m o I %以下が好ましい。

[0036] T i 0 2は、必須成分ではないが、ガラスの耐候性を高める成分として有用

である。 T i 0 2の含有量が 2 0 m o I % を超える場合、ガラスの安定性が低

下するおそれがある。

[0037] A I 2 0 3は、必須成分ではないが、ガラスの安定性、化学的耐久性を高め

る成分として有用である。 A I 2 0 3の含有量が 1 O m o I % を超える場合、

軟化点が過度に高くなるおそれがある。 A I 2 0 3の含有量は、例えばS i 0 2

の含有量が、 4 0 m o I %以上となる場合、 2 m o I %以上が好ましく、 3

m o I %以上がより好ましい。

[0038] ガラス材料は、基本的に上記成分からなることが好ましいが、本発明の目

的を損なわない限度において、上記成分以外の他の成分を含有することがで

きる。例えば、ガラスの安定性を高めるとともに、軟化点を低下させるため

にP 2 0 5を含有させてよい。また、例えば、ガラスの安定性を高めるために

S b 2 0 3を含有させてよい。なお、その他の成分を含有させる場合には、そ

の合計 した含有量は 1 0 m o I %以下であり、 5 m o I %以下が好ましい。

[0039] 以下、上記 したガラス材料の例として、より好ましい第 1 のガラス材料〜

第 3 のガラス材料について説明する。

[0040] 第 1 のガラス材料は、酸化物基準で、 S ί 0 2 4 0 ~ 7 5 m o l %、 B 2

0 3 0 ~ 2 0 m o \ % Z n O 0 ~ 5 m o \ % L i 2 0 + N a 2 0 + K 2

O 0 . 1 ~ 1 0 m o l %、 C a O 1 0 ~ 3 5 m o \ % C a O + M g O

+ B a O + S r O 1 0 ~ 3 5 m o l T i 0 2 0 ~ 5 m o I A I 2

0 3 0 ~ 1 0 m o I % を含有するものである。

第 1 のガラス材料は、 S ί 0 2を多量に含むものであり、多量のセラミック

ス粉末を含有させた場合であっても有効に焼結させることができ、また化学

的耐久性にも優れるために好ましい。第 1 のガラス材料としては、以下に示

すような第 1 のガラス材料 （a ) 、第 1 のガラス材料 （b ) がより好ましい



[0041 ] 第 1 のガラス材料 （a ) は、酸化物基準で、 S ί 0 2 5 5 ~ 6 5 m o l

、 B 2 0 3 1 0 ~ 2 0 m o \ % Z n 0 0 ~ 5 m o \ % L i 2 0 + N a 2

0 + K 2 0 1 ~ 5 m o l %、 C a O 1 0 ~ 2 0 m o l C a O + M g O

+ B a O + S r O 1 0 ~ 2 5 m o l %、 T i 0 2 0 ~ 5 m o \ % A I 2 0 3

0 ~ 0 m o I % を含有するものである。

第 1 のガラス材料 （a ) によれば、特 に多量のセラミックス粉末を含有 し

ても有効 に焼結 させることができ、 また化学的耐久性 にも優れるために好ま

しい。

[0042] 第 1 のガラス材料 （a ) は、 より好ま しくは、酸化物基準で、 S ί 0 2 5

7 ~ 6 3 m o l %、 B 2 0 3 1 2 ~ 1 8 m o l %、 Z n O 0 ~ 3 m o I %

、 L i 2 0 + N a 2 0 + K 2 0 1 ~ 5 m o \ % C a O 1 ~ 1 8 m o I %

、 C a O + M g O + B a O + S r O 1 ~ 2 0 m o \ % T i 0 2 0 ~ 3

m o l %、 A I 2 0 3 2 ~ 8 m o I % を含有するものである。

[0043] 第 1 のガラス材料 （b ) は、酸化物基準で、 S i 0 2 6 5 ~ 7 5 m o l

、 B 2 0 3 0 ~ 5 m o \ % Z n O 0 ~ 5 m o \ % L i 2 O + N a 2 O +

K 2 0 5 ~ 1 2 m o l %、 C a O 1 5 ~ 2 5 m o l %、 C a O + M g O +

B a O + S r O 1 5 ~ 3 0 m o \ % T i 0 2 0 ~ 5 m o \ % A I 2 0 3

0 ~ 5 m o I % を含有するものである。

第 1 のガラス材料 （b ) は、第 1 のガラス材料 （a ) に比べて、 S ί 0 2 ぉ

よびアルカ リ金属酸化物 （L ί 2 0 等）を多量に含むものであ り、セラミック

ス粉末の含有量が比較的少量であっても高い反射率 を得 ることができるため

に好ま しい。

[0044] 第 1 のガラス材料 （b ) は、 より好ま しくは、酸化物基準で、 S ί 0 2 6

7 ~ 7 3 m o l %、 B 2 0 3 0 ~ 3 m o l %、 Z n O 0 ~ 3 m o l %、 L

1 2 0 + N a 2 0 + K 2 0 6 ~ 1 1 m o l %、 C a O 1 6 ~ 2 2 m o \ %

C a O + M g O + B a O + S r O 1 6 ~ 2 5 m o \ % T i 0 2 0 ~ 3 m

o l %、 A I 2 0 3 0 ~ 3 m o I % を含有するものである。



[0045] 第 2 のガラス材料は、酸化物基準で、 S ί 0 2 5 2 5 m ο I %、 B 2

0 3 2 5 ~ 4 0 m o \ % Z n 0 0 ~ 1 0 m o \ % L i 2 0 + N a 2 0 +

K 2 0 0 ~ 5 m o \ % C a O 2 0 ~ 3 5 m o l C a O + M g O + B

a O + S r O 2 0 ~ 4 0 m o \ % T i 0 2 0 ~ 5 m o \ % A I 2 0 3

0 ~ 5 m o I % を含有するものである。

第 2 のガラス材料は、第 1 のガラス材料に比べて、 S i 0 2を少なく、 B 2

0 3を多く含むものであり、第 1 のガラス材料に比べて低温、例えば 8 0 0 °C

以下、通常は 7 0 0 ~ 8 0 0 °Cで焼成することができ、また空隙率の低いも

のが得 られるために好ましい。

[0046] 第 2 のガラス材料は、より好ましくは、酸化物基準で、 S ί 0 2 7 2

3 m o l %、 B 2 0 3 3 2 ~ 3 8 m o l %、 Z n 0 2 ~ 7 m o l %、 L i 2

0 + N a 2 0 + K 2 0 0 ~ 3 m o l %、 C a O 2 2 ~ 3 0 m o \ % C a

O + M g O + B a O + S r O 3 0 ~ 3 8 m o l %、 T i 0 2 0 ~ 3 m o I

%、 A I 2 0 3 1 ~ 4 m o I % を含有するものである。

[0047] 第 3 のガラス材料は、酸化物基準で、 S ί 0 2 5 4 5 m ο I %、 B 2

0 3 0 ~ 1 0 m o l %、 Z n 0 0 ~ 5 m o \ % L i 2 0 + N a 2 0 + K 2

0 1 5 ~ 3 0 m o \ % C a O 5 ~ 2 0 m o \ % C a O + M g O + B a

O + S r O 5 ~ 2 0 m o l T i 0 2 5 ~ 2 0 m o l %、 A I 2 O 3 0

~ 0 m o I % を含有するものである。

第 3 のガラス材料は、第 2 のガラス材料に比べて、アルカリ金属酸化物 （

L ί 2 0 、 N a 2 0 および Κ 2 0 ) を多量に含むものであり、第 2 のガラス材料

に比べて低温、例えば 6 0 0 °C以下、通常は 5 0 0 ~ 6 0 0 °Cで焼成するこ

とができるために好ましい。なお、アルカリ金属酸化物 （L ί 2 0 、 N a 2 0

、および K 2 0 ) を多量に含有するものは耐酸性が低下 しやすいことから、耐

酸性を高めるためにT i 0 2を多量に含有させている。

[0048] 第 3 のガラス材料は、より好ましくは、酸化物基準で、 S ί 0 2 3 5 4

2 m o l %、 B 2 0 3 2 ~ 8 m o l %、 Z n O 0 ~ 3 m o l %、 L i 2 O +

N a 2 0 + K 2 0 2 4 ~ 3 0 m o \ % C a O 5 ~ 1 0 m o l %、 C a O



+ M g O + B a O + S r O 6 ~ 1 2 m o l T i 0 2 1 1 ~ 1 6 m o I

%、 A I 2 0 3 0 ~ 3 m o I % を含有するものである。

[0049] —方、セラミックス粉末としては、例えばアルミナ粉末、ジルコニァ粉末

、チタニア粉末、またはこれ らの混合物を好適に用いることができる。 これ

らの中でも、アルミナ粉末、ジルコニァ粉末、またはこれ らの混合物を好適

に用いることができる。

[0050] このようなセラミックス粉末の含有量は、ガラス材料とセラミックス粉末

との合計量中、 3 5 ~ 6 0 体積％が好ましく、 4 5 ~ 6 0 体積％がより好ま

しい。セラミックス粉末の含有量が 3 5 体積％未満の場合、十分な反射率を

得ることができないおそれがある。一方、セラミックス粉末の含有量が 6 0

体積％を超える場合、焼結性が低下 し、十分な強度を得ることができないお

それがある。

[0051 ] セラミックス粉末の 5 0 %粒径 （D 5 0 ) は、必ず しも限定されるものでは

ないが、例えば 0 . 5 ~ 4 mが好ましく、 1 . 0 ~ 3 . O mがより好ま

しい。なお、本明細書において、 5 0 %粒径 （D 5 0 ) は、 レーザ一回折/ 散

乱式粒度分布測定装置を用いて測定 したものをいう。

[0052] 上記 した焼結体、すなわち反射枠体 1 5 は、上記 したガラス組成を有する

ガラス粉末とセラミックス粉末とを混合 して得 られる混合物であるガラスセ

ラミックス組成物を所定の形状に成形 し、焼成することにより製造すること

ができる。

[0053] ガラス粉末は、上記 したガラス組成を有するガラスを溶融法によって製造

した後、乾式粉砕法や湿式粉砕法によつて粉砕することにより製造すること

ができる。湿式粉砕法の場合、溶媒として水を用いることが好ましい。粉砕

は、例えばロールミル、ボールミル、ジェッ トミル等の粉砕機を用いて行う

ことができる。

[0054] ガラス粉末の 5 0 %粒径 （D 5 0 ) は 0 . 5 ~ 4 Ί が好ましく、 1 . 0 ~

3 . 0 mがより好ましい。ガラス粉末の 5 0 %粒径が 0 . 5 m未満の場

合、ガラス粉末が凝集するために取 り扱いが困難 となり、また粉末化に要す



る時間も長 くなるおそれがある。一方、ガラス粉末の 5 0 %粒径が4 を

超える場合、軟化温度の上昇や焼結不足が発生するおそれがある。また、ガ

ラス粉末の最大粒径は 2 0 m以下であることが好ましい。最大粒径が 2 0

m を超えると、ガラス粉末の焼結性が低下 し、焼結体中に未溶解成分が残

留 して、反射率が低下するおそれがある。ガラス粉末の最大粒径は、より好

ましくは 1 0 m以下である。粒径の調整は、例えば粉砕後に必要に応 じて

分級することにより行うことができる。

[0055] このようなガラス粉末とセラミックス粉末とからなるガラスセラミックス

組成物は、金型等を用いて成形することができる。この場合、金型へ充填す

るときの流動性を持たせるために、造粒粉もしくはペース 卜やスラリー状に

加工することが好ましい。造粒粉は、粉末に熱分解性の良好な水溶性の樹脂

および水を混合 し、スプレー ドライヤーにより乾燥させて顆粒状としたもの

が代表的であるが、その他、転動造粒法等の公知の方法によって得 られるも

のであってもよい。また、ペース トやスラリーは、粉末に熱分解性の良好な

樹脂、適度な乾燥性および樹脂溶解性をもつ溶剤等を混合 し、均質に分散さ

せることにより得ることができる。特に、造粒粉を用いて、発光素子用反射

枠体 1 5 を成形する場合、微量な樹脂の添加で成形できるので、脱脂のため

の4 0 0 ~ 5 0 0 °Cでの熱処理は、短時間もしくは不要となるため、生産性

を向上させることができる。

[0056] 図 2 は、枠部 1 5 2 の成形方法の一例を示す断面図である。以下、枠部 1

5 2 となるガラスセラミックス組成物、これを成形 して得 られる成形体につ

いて、いずれも同 じ符号を付 して説明する。造粒粉等とされたガラスセラミ

ックス組成物 1 5 2 は、例えば枠部 1 5 2 と同形状の凹部を有する金型 3

に充填 した後、この金型 3 1 にプレス板 3 2 を被せ、プレス成形機等により

圧力を加えて押 し固めるように押圧成形することで成形体 1 5 2 とすること

ができる。このような成形体 1 5 2 は、金型 3 1 から取り出して焼成 し、冷

却することで、枠部 1 5 2 とすることができる。

[0057] 基台部 1 5 についても、図 3 に示すように、基台部 1 5 と同形状の凹



部を有する金型 3 3 に造粒粉等とされたガラスセラミックス組成物 1 5 を

充填 した後、この金型 3 3 にプレス板 3 4 を被せ、プレス成形機等により圧

力を加えて押 し固めるように押圧成形することで成形体 1 5 とすることが

できる。このような成形体 1 5 1 は、金型 3 3 から取り出して焼成 し、冷却

することで、基台部 1 5 とすることができる。なお、成形体 1 5 1、 1 5

2 の焼成は、必ず しも金型 3 1、 3 3 から取り出して行う必要はなく、金型

3 や金型 3 3 に入れた状態で焼成 してもよい。

[0058] そ して、基台部 1 5 の金属部材 1 4 や枠部 1 5 2 が配置される主面側に

、例えば公知の有機系または無機系の接着剤を塗布 し、図4 に示すように金

属部材 1 4 、枠部 1 5 2 を所定の位置に配置 し、加熱等を行って接着剤を反

応させて接着することで、金属部材 1 4 に基台部 1 5 1 と枠部 1 5 2 とから

なる反射枠体 1 5 が一体化された基板 1 1 を得ることができる。このように

して得 られる基板 1 1 には、発光素子 1 2 を実装 した後、封止材 1 7 による

封止を行うことで、発光装置 1 とすることができる。

[0059] しか しながら、基台部 1 5 と枠部 1 5 2 とを個別に成形、焼成 したもの

を接着するより、基台部 1 5 と枠部 1 5 2 を一体に成形、焼成 した方が、

低コス トで製造できる。この場合、図 5 に示すように金属部材 1 4 を挟むよ

うに金型 3 1、 3 3 を配置 し、それぞれにガラスセラミックス組成物 1 5 1

、 5 2 を充填 し、成形 し、全体を一体に焼成する。この際、金属部材 1 4

に貫通孔を開けるなど工夫を凝 らしたり、金属部材 1 4 の両主面に無機接着

剤を塗布 したりすることにより、金属部材 1 4 と基台部 1 5 および枠部 1

5 2 との接着性を向上することができる。

[0060] 焼成は、ガラス組成によっても異なるが、例えば 5 0 0 ~ 9 0 0 °Cで 1 0

6 0 分間保持することにより行うことが好ましい。焼成温度が 5 0 0 °C未

満の場合、ガラスセラミックス組成物 1 5 1、 1 5 2 の焼結が十分でなく、

例えば空隙率が 1 5 %以下のものを得 られないおそれがある。一方、焼成温

度が 9 0 0 °C を超える場合、例えば銅または銅合金からなる金属部材 1 4 と

—体に焼成 した場合に、この金属部材 1 4 が溶融するおそれがある。また、



焼成温度を 7 5 0 °C以下、さらには 6 0 0 °C以下とすることにより、腐食 し

にくいアルミニウム、アルミニウム合金、鉄/ ニッケル合金、メツキ （ニッ

ケルメツキ等）を施 したアルミニウム合金などの金属部材を使用できるため

、良好な信頼性、生産性を得ることができる。また、焼成時間が 1 0 分未満

の場合、ガラスセラミックス組成物 1 5 1 、 1 5 2 の焼結が十分でなく、例

えば空隙率が 1 5 %以下のものを得られないおそれがある。一方、焼成時間

は 6 0 分程度もあれば十分であり、 6 0 分を超えて焼成 しても効果的に緻密

化を進行させることはできず、かえって生産性が低下するおそれがある。

[0061 ] 以上、本発明の反射枠体 1 5 について一例を挙げて説明したが、本発明の

反射枠体 1 5 は少なくとも金属部材 1 4 の搭載部 1 3 を取り囲む部分を有す

るものであればよく、その他の形状等については特に制限されるものではな

し、。例えば、本発明の反射枠体 1 5 は、必ずしも基台部 1 5 と枠部 1 5 2

とを有する必要はなく、基台部 1 5 を有 しない実質的に枠部 1 5 2 のみか

らなるものであってもよい。

[0062] また、金属部材 1 4 は、必ずしも反射枠体 1 5 の外側に突出される必要は

なく、また必ずしも反射枠体 1 5 の内部、例えば基台部 1 5 1 と枠部 1 5 2

との境界部分に埋設されている必要もなく、反射枠体 1 5 の内側表面、例え

ば基台部 1 5 1 や枠部 1 5 2 の内側表面に沿って配置されるものであっても

よい。

[0063] 本発明の反射枠体 1 5 によれば、金属部材 1 4 を有する放熱性の良好な、

基板 1 1 および発光装置 1 に用いることで、放熱性以外の光の取出し効率、

信頼性、生産性等についても良好なものとすることができる。また、本発明

の発光素子用基板 1 1 および発光装置 1 によれば、金属部材 1 4 、および反

射枠体 1 5 を有することにより、良好な放熱性に加えて、良好な光の取出し

効率、信頼性、生産性等を得ることができる。このため、例えば液晶ディス

プレイ等のバックライ ト、小型情報端末の操作ボタンにおける発光部、自動

車用もしくは装飾用の照明、その他の光源として好適に用いることができる



実施例

[0064] 以下、本発明について実施例を参照 してさらに詳細に説明が、これらに限

定 して解釈されるものではない。

[0065] (実施例 1 )

S i 0 2 6 0 . 4 m o l %、 B 2 0 3 1 5 . 6 m o l %、 N a 2 0 1 .

0 m o l %、 K 2 O 2 . O m o l %、 C a O 1 5 . 0 m o I %およびA I

2 0 3 6 . O m o I % (第 1 のガラス材料 （a ) に相当）となるように各原

料を配合 し、混合 した後、この原料混合物を白金ルツボに入れて 1 4 0 0 ~

1 5 0 0 °Cで 6 0 分間溶融させた。その後、この溶融状態のガラスを流 し出

し、冷却 した。このガラスをアルミナ製ボールミルにより6 ~ 1 2 時間乾式

粉砕 した後、更に7 ~ 1 5 時間湿式粉砕 してガラス粉末を製造 した。なお、

粉砕時の溶媒には水を用いた。

[0066] このガラス粉末にアルミナ粉末 （住友化学社製、商品名A L —M 4 3 ) が

3 8 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製造

した。このガラスセラミックス組成物を8 7 5 °Cで 2 0 分間焼成 し、発光素

子用反射枠体としての厚みが 1 . O m m、大きさ約 5 O m m X 5 O m mの板

状の試験片を製造 した。

[0067] (実施例 2 )

実施例 1 のガラスセラミックス組成物の製造において、アルミナ粉末が 5

3 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製造 し

た。以降は実施例 1 と略同様にして、このガラスセラミックス組成物を8 7

5 °Cで 2 0 分間焼成 し、厚みが 1 . 1 m mである発光素子用反射枠体として

の試験片を製造 した。

[0068] (実施例 3 )

実施例 1 のガラスセラミックス組成物の製造において、アルミナ粉末が3

0 体積％、ジルコニァ粉末 （第一稀元素社製、商品名 ：H S Y _ 3 F _ J )

が 1 4 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製

造 した。以降は実施例 1 と略同様にして、このガラスセラミックス組成物を



8 7 5 °Cで 2 0 分間焼成 し、厚みが 1 . 1 m mである発光素子用反射枠体と

しての試験片を製造 した。

[0069] (実施例 4 )

S i 0 2 7 0 . 3 m o l %、 N a 2 0 4 . 5 m o \ % K 2 0 3 . 7 m

ο \ % C a 0 1 8 . 9 m o I %およびA I 2 0 3 2 . 6 m o l % (第 1

のガラス材料 （b ) に相当）となるように各原料を配合 し、混合 した後、こ

の原料混合物を白金ルツボに入れて 1 4 0 0 ~ 1 5 0 0 °Cで 6 0 分間溶融さ

せた。その後、この溶融状態のガラスを流 し出し、冷却 した。このガラスを

アルミナ製ボールミルにより6 ~ 1 2 時間乾式粉砕 した後、更に 7 ~ 1 5 時

間湿式粉砕 してガラス粉末を製造 した。なお、粉砕時の溶媒には水を用いた

[0070] このガラス粉末にアルミナ粉末 （住友化学社製、商品名 A L —M 4 3 ) が

3 9 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製造

した。このガラスセラミックス組成物を 8 7 5 °Cで 2 0 分間焼成 し、発光素

子用反射枠体としての厚みが 1 . 2 m mである板状の試験片を製造 した。

[0071 ] (実施例 5 )

S i 0 2 2 0 . O m o l %、 B 2 0 3 3 5 . O m o l %、 Z n 0 4 . 5

m o l %、 C a O 2 5 . O m o l S r O 5 . 0 m o l %、 B a O

5 . 0 m o I %およびA I 2 0 3 2 . 5 m o I % (第 2 のガラス材料に相当

) となるように各原料を配合 し、混合 した後、この原料混合物を白金ルツボ

に入れて 1 3 0 0 ~ 1 4 0 0 °Cで 6 0 分間溶融させた。その後、この溶融状

態のガラスを流 し出し、冷却 した。このガラスをアルミナ製ボールミルによ

り6 ~ 1 時間乾式粉砕 した後、更に 7 ~ 1 5 時間湿式粉砕 してガラス粉末

を製造 した。なお、粉砕時の溶媒には水を用いた。

[0072] このガラス粉末にアルミナ粉末 （住友化学社製、商品名 A L —M 4 3 ) が

5 0 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製造

した。このガラスセラミックス組成物を 7 5 0 °Cで 2 0 分間焼成 し、発光素

子用反射枠体としての厚みが 1 . 4 m mである板状の試験片を製造 した。



[0073] (実施例 6 )

S i 0 2 3 7 . 9 m o \ % B 2 0 3 4 . 5 m o \ % L i 2 0 3 . 0

m o l %、 N a 2 0 1 7 . 4 m o l %、 K 2 0 6 . 5 m o \ % C a 0

7 . 5 m o \ % S r 0 1 . 4 m o l %、 A I 2 0 3 0 . 3 m o l %、 P 2

0 1 . 6 m o l %、 S b 2 0 3 0 . 6 0 1%ぉょび丁 ；0 2 1 4 . 0

m o I % (第 3 のガラス材料に相当）となるように各原料を配合 し、混合 し

た後、この原料混合物を白金ルツボに入れて 1 3 0 0 ~ 1 4 0 0 °Cで 6 0 分

間溶融させた。その後、この溶融状態のガラスを流 し出し、冷却 した。この

ガラスをアルミナ製ボールミルにより6 ~ 1 2 時間乾式粉砕 した後、更に 7

~ 1 5 時間湿式粉砕 してガラス粉末を製造 した。なお、粉砕時の溶媒には水

を用いた。

[0074] このガラス粉末にアルミナ粉末 （住友化学社製、商品名A L —M 4 3 ) が

5 7 体積％となるように配合 し、混合 してガラスセラミックス組成物を製造

した。このガラスセラミックス組成物を6 0 0 °Cで 2 0 分間焼成 し、発光素

子用反射枠体としての厚みが 1 . O m mである板状の試験片を製造 した。

[0075] 次に、実施例の各試験片について、以下に示す方法により空隙率および平

均反射率を測定 した。結果を表 1 に示す。なお、比較のために、 2 種のアル

ミナ基板 （北陸セラミック社製、 9 6 % アルミナ基板 0 . 6 5 m m厚み、お

よび 1 . 1 m m厚み）の反射率を併せて示 した。

[0076] (空隙率）

空隙率は以下に示す式により求めた。

空隙率 [%] = ( - (嵩密度 真密度））X 1 0 0

なお、嵩密度はアルキメデス法により測定 し、真密度は気相置換法 （ピク

ノメータ法）により測定 した。

[0077] (平均反射率）

平均反射率は、ミノルタ社製C M _ 5 0 8 d をS C I モー ドにして、波長

4 0 0 ~ 7 0 0 n mの範囲において 2 0 n m ごとに反射率を測定 し、この反

射率の平均を算出した。なお、機器校正用のリファレンスとしてはアルミナ



製 白色校正板 を使用 した。

[表 1]

表 1 か ら明 らかなように、実施例 1 〜 6 の各試験 片については、いずれも

9 0 0 °C以下での焼成が可能であ り、 また空隙率が 1 5 %以下、平均反射率

が 8 6 % 以上 とな り、発光装置 に好適であることが認め られた。特 に、実施

例 2 ~ 6 の各試験 片については、 9 0 %以上の反射率 を得 ることがで き、発

光装置 に好適であることが認め られた。



産業上の利用可能性

[0080] 本発明の発光素子用反射枠体 を用いた発光素子用基板 および発光装置 は、

良好な放熱性 に加 えて、 良好な光の取 出 し効率、信頼性等 を有 し、液晶デ ィ

スプ レイ等のバ ックライ ト、小型情報端末の操作ボタンにおける発光部、 自

動車用 も しくは装飾用の照明、 その他 の光源 と して利用することが可能であ

る。

なお、 2 0 0 年 7 月 7 日に出願 された 日本特許 出願 2 0 0 - 5 4 8

8 4 号 の明細書、特許請求の範 囲、 図面及び要約書 の全 内容 をここに引用 し

、本発明の明細書 の開示 と して、取 り入れ るものである。

符号の説明

[0081 ] 1 発光装置、 1 1 発光素子用基板、 1 2 発光素子、 1 3 搭載部、

4 金属部材、 1 5 発光素子用反射枠体、 1 5 基台部、 1 5 2 枠

部、 1 6 ボ ンデ ィングワイヤ、 1 7 封止材



請求の範囲

発光素子が搭載 される金属部材の、前記発光素子が搭載 される搭載

部 を取 り囲むように設 け られる発光素子用反射枠体であ って、

前記発光素子用反射枠体は、 ガラス材料 とセラミックス粉末 とを含

む焼結体か らな り、

前記 ガラス材料は、酸化物基準で、 S i 0 2 5 ~ 7 5 m o I %

、 B 2 0 3 0 ~ 4 0 m o l % 、 Z n 0 O ~ 1 0 m o l % 、 L i 2 0

+ N a 2 0 + K 2 0 0 ~ 3 0 m o l % 、 C a O 5 ~ 3 5 m o I %

、 C a O + M g O + B a O + S r O 5 ~ 4 0 m o \ % T i 0 2

0 ~ 2 0 m o \ % A I 2 0 3 0 ~ 1 0 m o I % を含有 し、

前記焼結体は、 9 0 0 °C 以下で焼成 されてな り、空隙率が 1 5 % 以

下、かつ厚 さが 1 m m の ときの波長 4 0 0 7 0 0 n m における平均

反射率が 8 6 % 以上であることを特徴 とする発光素子用反射枠体。

前記 ガラス材料は、酸化物基準で、 S i 0 2 4 0 ~ 7 5 m o I %

、 B 2 0 3 0 ~ 2 0 m o \ % Z n 0 0 ~ 5 m o \ % L i 2 0 +

N a 2 0 + K 2 0 0 . 1 ~ 1 0 m o l % 、 C a 0 1 0 ~ 3 5 m o

l % 、 C a O + M g O + B a O + S r O 1 0 ~ 3 5 m o \ % T i

0 2 0 ~ 5 m o \ % A I 2 0 3 0 ~ 1 0 m o I % を含有すること

を特徴 とする請求項 1 に記載の発光素子用反射枠体。

前記 ガラス材料は、酸化物基準で、 S i 0 2 5 ~ 2 5 m o I %

、 B 2 0 3 2 5 ~ 4 0 m o l % 、 Z n 0 0 ~ 1 0 m o l % 、 L i 2

0 + N a 2 0 + K 2 0 0 ~ 5 m o \ % C a O 2 0 ~ 3 5 m o I

% 、 C a O + M g O + B a O + S r O 2 0 ~ 4 0 m o l % 、 T i 0

2 0 ~ 5 m o l % 、 A I 2 O 3 0 ~ 5 m o I % を含有することを特

徴 とする請求項 1 に記載の発光素子用反射枠体。

前記 ガラス材料は、酸化物基準で、 S ί 0 2 5 ~ 4 5 m ο I %

、 B 2 0 3 0 ~ 1 0 m o l % 、 Z n 0 0 ~ 5 m o l % 、 L i 2 0 +

N a 2 0 + K 2 0 1 5 ~ 3 0 m o \ % C a O 5 ~ 2 0 m o l % 、



C a O + M g O + B a O + S r O 5 ~ 2 0 m o I T i 0 2 5

~ 2 0 m o l % 、 A I 2 O 3 0 ~ 0 m o I % を含有することを特

徴 とする請求項 1 に記載の発光素子用反射枠体。

前記セラミックス粉末の含有量は、前記 ガラス材料 と前記セラミツ

クス粉末 との合計量中、 3 5 ~ 6 0 体積％であることを特徴 とする請

求項 1 乃至 4 のいずれか 1 項 に記載の発光素子用反射枠体。

前記セラミックス粉末は、 アル ミナ粉末、 ジル コニァ粉末、 または

これ らの混合物であることを特徴 とする請求項 1 乃至 5 のいずれか 1

項 に記載の発光素子用反射枠体。

発光素子が搭載 される金属部材 と、該金属部材の前記発光素子が搭

載 される搭載部 を取 り囲むように設 け られる発光素子用反射枠体 とを

有する発光素子用基板であ って、

前記発光素子用反射枠体が請求項 1 乃至 6 のいずれか 1 項 に記載の

発光素子用反射枠体であることを特徴 とする発光素子用基板。

発光素子 と、該発光素子が搭載 される発光素子用基板 とを有する発

光装置であ って、

前記発光素子用基板が請求項 7 に記載の発光素子用基板であること

を特徴 とする発光装置。
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